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出典：「道路統計年報」（国土交通省 2006年）

第１章 救急医療体制の課題分析 
本章では、既存統計データや消防本部の搬送活動記録を用いて、東北圏における救急医療の現状と他地

域との違いを明らかにするとともに、消防本部や医療機関へのヒアリング調査を通じて、医療空白地域に

おける問題・課題を把握した。 

また、これらの問題・課題を踏まえて、救急搬送支援に向けた方向性をとりまとめた。 

１.１  東北圏の地域特性 

● 東北圏は、北海道と並び広大な圏土を誇る。⇒岩手県と四国の面積がほぼ同等 

● 総面積1km2 あたりの道路実延長は、北海道圏に次いで低い水準となっている。 

● 東北圏の高規格幹線道路は、整備率では７１％と全国の平均的水準にあるものの、県境付近を中心にネット

ワークのミッシングリンクが多く存在している。 
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図 １－１ 東北圏の面積 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 １－２ 東北圏の１ｋ㎡あたり道路実延長     図 １－３ 東北圏の高規格幹線道路整備状況 

 

１.２  東北圏における医療体制の現状 

● 人口1,000 人あたりの医師数では全国平均が2.18に対して、東北圏では1.91と少なくなっている。 

● 医療圏内の全ての市町村で全国平均値を下回る二次医療圏が多く、無医村（0.01以下）も多く存在している。

● 人口1,000 人あたりの小児科医師数では全国平均が0.12に対して、東北圏では0.10と低くなっており、小

児科医がいない市町村（0.01 以下）が中山間地域に点在している。 

● 医療圏内の全ての市町村で全国平均値を下回る医療圏も多く存在しており、小児科医の不足が顕著である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 １－４ 人口1,000人当たり医師数         図 １－５ 人口1,000人当たり小児科医師数 
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１.３  救急搬送の現状 

● 年齢別搬送人員割合では、東北圏は高齢者の占める割合(54.8％)が大きく、全国平均(48.3％)を上回る

傾向にある。 

● 傷病程度別の搬送人員割合では、｢死亡｣や｢重症｣｢中等症｣といった程度の深刻な搬送人員割合が大きい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   図 １－６ 年齢別搬送人員割合          図 １－７ 交通事故にかかる月別出動件数割合 

 

 

１.４  救急医療に関する関係機関の取組みの状況と将来計画 

１.４.１ 医療機関 

● 厚生労働省では救急医療と周産期医療、小児救急医療の体制強化に向けて、「周産期医療と救急医療の確保

と連携に関する懇談会」や「重篤な小児患者に対する救急医療体制の検討会」を立ち上げて検討を行って

いる。 

 

１.４.２ 消防機関 

● 救急搬送の長時間化やたらい回し、小児科医・産婦人科医の不足などの社会的情勢を鑑み、総務省消防庁で

は「救急業務高度化検討会」を設置し、医療と消防のより一層の連携を図るとともに、救急医療情報システムの

活用、メディカルコントロールなど救急医療体制の改善を図る取組みを行っている。 

 

１.４.３ ドクターヘリ導入の動き 

● 厚生労働省は、２年間のドクターヘリ試行的事業を

経て、平成１３年度よりドクターヘリ導入促進事業

（予算補助事業）を実施し、都道府県の要請を受け

た病院に対して、ドクターヘリ運航経費や搭乗医

師・看護師確保経費等を補助することによって、ドク

ターヘリの導入を進めてきた。（平成22年1月31

日現在、全国17道府県21機配備されている。） 

● 平成１９年６月２７日、「救急医療用ヘリコプターを

用いた救急医療の確保に関する特別措置法」が議

員立法により成立し、これにより、予算補助はもとよ

り、ドクターヘリを用いた救急医療を確保するため

の施策を実施する根拠が明確となり、ドクターヘリ

の全国的な配備推進に向けた方向性が示されるこ

ととなった。 
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｢死亡｣や｢重症｣｢中等症｣といった 

程度の深刻な搬送人員割合が大きい。 

出典：平成21年版 救急・救助の現況（総務省 消防庁） 

図 １－８ドクターヘリ配備状況（平成22年1月31日時点）

出典：NPO法人救急ヘリ病院ネットワーク（HEM-NET） 
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１.５  関係機関ヒアリング 

１.５.１ ヒアリング対象者 

● 地域課題をより鮮明に把握するため、「医療圏の中心都市が三次救急医療機関から６０分以上の地域」を対象

に消防本部へのヒアリング調査を実施した。 

● また、ドクターヘリの現状と課題を把握するため、２箇所の基地病院（八戸市立市民病院、福島県立医科大学

付属病院）へのヒアリングを行った。 

 

表１-１ 抽出した医療圏と消防本部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 １－９ ヒアリング箇所位置図          

 

１.５.２ 救急搬送活動記録を用いた救急搬送の課題分析 

● 都市部と地方部における搬送時間の比較として、新潟市消防とその他の地域（宮古、下北、相馬、鹿角、気仙

沼、最上）の搬送時間を集計した結果、新潟市の平均搬送時間13 分を上回る地域は宮古、相馬、鹿角の３地

域であった。 

● 冬季（12 月～3 月）/夏季（4 月～11 月）の平均搬送時間比較ではいずれの地域でも大きな差異はみられなか

ったが、降雪日に限定して集計した結果、すべての地域で搬送時間が増加する傾向にあった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   図 １－１０ 地域別平均搬送時間      図 １－１１ 通常期・降雪日における平均搬送時間

※「東北圏広域地方計画の概要」P11より
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出典：各消防からの搬送記録より作成 出典：各消防からの搬送記録より作成 

新潟市消防（都市部）の平均搬送時間13分に対し、 

宮古（15分）、相馬（18分）、鹿角（18分）が上回っている。

※新潟県については、佐渡医療圏が60分圏域外となるが、地域の特殊

性が強いことから、都市部の現状把握を目的に新潟医療圏に代替え

することとした。 

凡例

６０分到達圏

第三次救急医療機関

抽出した医療圏 
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１.６  救急搬送支援における現状の課題と今後の方向性 

・医療空白地域を対象とした各医療圏の消防本部や医療機関へのヒアリングの結果から搬送時間の短縮だけでなく、医療体制の充実や道路インフラの改良/改善要望などが意見として聞かれた。 

・ヒアリング調査等から得られた救急搬送の現状の課題を踏まえて、今後の方向性として「医療体制の効率化・高度化」「搬送時間の短縮」「質の向上」「ドクターヘリの導入支援」の４項目を抽出した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⇒「第４章 遠隔医療等の実態調査」にて検討 

■医師や病院など医療資源が不足。特定病院へ

の搬送が集中し、日常医療へも影響 

■道路の凹凸や急カーブによる振動が患者に及

ぼす影響を懸念 

■道路の見通しの悪さにより安全な搬送を阻害 

■周辺車両が救急車の接近に気付かないことに

よる事故の危険性 

■帰署時間の長期化により、出動要請に応えら

れる体制に影響 

■他県のドクターヘリの要請が出来ない 

■ヘリポート整備の拡充への期待 

【搬送時間の短縮】 

【医療体制の効率化・高度化】 

【救急搬送の質の向上】 

【ドクターヘリ導入支援】 

⇒「第３章 救急医療の搬送支援調査」にて検討

⇒「3.1.2 ｹｰｽｽﾀﾃﾞｨ地域の選定・対策方針の検討」

にて検討 

⇒「第７章 今後の課題・申し送り事項」にて 

今後の取り組み方針を提案 

⇒「３．２救急医療空白地域のヘリポート調

査」にて検討 

区

・ 医師不足や経営難などにより二次医療施設から診療所へ格下げされたケースもあり、
時間圏が縮小している。

・ 夜間の当番制医療機関がなく、2次医療機関に全て搬送が集中する。日曜日は市内の
開業医が休診のため、やはり2次医療機関に集中してしまう。

・ 広域連携は、大規模災害時の支援について、隣接県との協定が結ばれているが、救急
搬送での連携はほとんどない。

Ⅱ.救急搬送について

・ 信号交差点での加減速や峠でのアップダウン、急カーブの連続、橋梁のジョイント、
中央線の段差（ランブルストリップス）など、一般道では患者に影響を与える障害が
多い。

・ 積雪時には路面の凹凸や視界不良、車道幅員の減少により走行性が著しく低下する。
路面凍結している際は、特に夜間など確認できずに非常に危険。

・ 特に見通しの悪い２車線道路では、一般車両を追越する際に、対向車が気付かずニア
ミスを行うなど、大変危険。

・ 法的にサイレンの音の大きさも決まっており、今は車両は密封度も高いので、クラク
ションを鳴らしたいり、ライトのパッシングやハイビーム等で対応。
特に歩行者や自転車は救急車両の優位性に対する意識が低くなりがちで無防備な状態
で接近してくる。

・ 通勤時の交通渋滞や観光渋滞により搬送時間が長くなることがある。
特に帰署時は通常走行のため、渋滞影響を大きく受ける。

・ 3次医療施設が近傍にないため、どんな患者でも1次搬送はまず管内の２次医療施設
に収容している。

・ 長距離搬送により、救急出場から帰署まで長時間かかり、新たな救急出場要請に応え
られなくなるため、搬送時間を短縮したい

・ 高速ICの場所が限られているので、高速道路に緊急退出路を確保して欲しい。

・ 患者に負担をかけず、迅速な病院間搬送を支援する高規格な道路が望まれる。

・ 高速道路の２車線区間では、センターポールがあり、大型車などを追い越しできな
い。
また、事故等に遭遇した際にＵターン出来ないという危険性がある。

・ 近傍にドクターヘリの施設がなく到着までに時間を要するため、現在は活用していな
い。

・ 夜間や気象による影響があるため、積極的に活用していない。

・ 費用負担の問題などもあり、他県のドクターヘリは要請できない。

・ 病院の最寄りにヘリポートがあると便利

・ ＳＡやＰＡから救急ヘリコプターで搬送したい
（ＳＡ・ＰＡへのヘリポート設置）

・ 生体情報伝送（画像伝送）は以前採用していたが、タイムラグがあるなど有効に活用
されなかった。

・ 救急医療支援システムは、リアルタイムに更新されていないため殆ど活用していな
い。携帯電話で直接確認している。

徐々に減ってはいるが、携帯の電波が届かない地域が存在している。無線も中継局を
立てて対応しているが、将来デジタル化になるとより不安も広がる。

・ 以前は心電図を送って医師の指示を仰いでいたが、現在は救急救命士で判断できるの
で、伝送装置は活用していない。

ヒアリングからのニーズ

Ⅰ.救急医療体制について

(1)一次搬送時

(2)転院搬送時

Ⅲ.ドクターヘリ/防災ヘリの活
用について

Ⅳ.消防・医療間の情報交換

場面
（プロセスの段階）

(4)



第２章  救急医療の搬送支援調査 
本章では、東北圏全域を対象とし、ＧＩＳ解析により救急搬送先となる高次医療機関からの時間カバー

圏を分析し、搬送カバーエリアから外れる地域（以下、救急医療空白地域）を把握した。 

その上で、救急搬送を支援する道路の整備や救急車退出路の整備、ドクターヘリの導入などの搬送時間

短縮方策を検討し、その効果をマクロ的に分析するとともに、救急医療空白地域からケーススタディ地域

を抽出し、そのエリアでの交通アクセスのあり方について調査・検討を行った。 

 

２.１ 救急医療空白地域の把握及びケーススタディ地域の選定・検討 

２.１.１ 救急医療空白地域の抽出 

（１） 検討ケース 

● 従来の「三次救急医療機関までの救急搬送」に加え「二次救急医療機関までの救急搬送」を検討ケースに設

定した。 

● また、現況だけでなく、将来ケースとして高規格幹線道路（全国約14,000ｋｍ）全線整備時についても分

析を行った。 

 

表 ２-１ 検討ケース 

 
ネット 

ワーク 
医療機関 カバー時間 

ケース① 30分 

ケース② 
三次救急 

60分 

ケース③ 

現況 

二次救急 30分 

ケース④ 30分 

ケース⑤ 
三次救急 

60分 

ケース⑥ 

将来 

(高規格幹線

全線整備) 二次救急 30分 

 

    

（２） カバー時間の設定 

● 分析する時間カバー圏は、「現場出発～高次医療機関」までの搬送時間とした。 

● 設定する時間は、「現場出発～医療機関収容」までを１時間（ゴールデンアワーより）と設定し、「覚知～

現場到着」「現場活動時間」に要する時間(各々20 分と 10 分)を差し引いた 30分と設定した。 

● ただし、従来の三次救急医療機関からの６０分圏域についてもあわせて把握した。 

 

 

 

 

 

 

図３－２ カバー時間の設定 

 

 

＜時間圏算出にあたっての基本条件の整理＞ 

①救急車の走行速度 規制速度とする。⇒搬送活動記録から検証した結果より 

②現況ネットワークの設定 H21年12月末までに供用した道路とする。 

③将来ネットワークの設定 高規格幹線道路の（全国で約 14,000ｋｍ）が整備を前提とする。（※地域高規格道

路計画は含めず） 

④二次・三次救急医療機関の

配置 

各県の地域医療計画において、指定されている第2次、第3次救急医療機関。 

⇒但し、関係機関ヒアリング結果を踏まえて一部修正 

⑤人口 平成17年度国勢調査の町丁目字界データを使用。市町村別集計時は、市町村合併を

考慮 

 

初期救急医療施設
初期救急医療施設

初期保健医療圏
(市町村単位)

二次保健医療圏
(広域市町村単位)

三次保健医療圏
(都府県単位)

初期救急医療体制
・休日夜間急患センタ－
・在宅当番制など

初期救急医療体制
・休日夜間急患センタ－
・在宅当番制など

救急告示病院

二次救急医療体制
・病院群輪番制
・共同利用型病院など

二次救急医療体制
・病院群輪番制
・共同利用型病院など

二次救急医療施設
二次救急医療施設

救急告示病院

三次救急医療体制
・救命救急センタ－

三次救急医療体制
・救命救急センタ－

三次救急医療施設
三次救急医療施設

救急告示病院

現場
(救急患者)

初期救急医療機関 二次救急医療機関 

二次医療圏

初期医療圏

三次救急医療機関

三次医療圏 

図３－１ 救急搬送の流れ 

地方部においては、救急患者のほとんど

が二次医療機関に直接搬送されている 

　　　　　　　：救急搬送　　　　

　　　　　　　：転送・転院搬送

【覚知～現場到着】２０分（東北圏全ての県でほぼ達成されている時間） 

【現場活動時間】１０分（救急隊が目安としている時間〔ヒアリング調査より〕）

【搬送時間】３０分（１時間から上記２０分と１０分を差し引いた値） 

現 場
到 着

現 場
到 着出 動

消防署

現 場
出 発

救急搬送

二・三次

救急医療施設

救急車

現場活動

救急車

現 場
出 発

覚知 病院収容
覚知～現場到着

２０分
現場活動

１０分
現場～医療施設

３０分

現 場
到 着

現 場
到 着出 動

消防署

現 場
出 発

救急搬送

二・三次

救急医療施設

救急車

現場活動

救急車

現 場
出 発

覚知 病院収容
覚知～現場到着

２０分
現場活動

１０分
現場～医療施設

３０分
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（３） 検討結果 

【ケース①、ケース②】 三次救急医療機関からの３０分及び６０分カバー圏域の整理（現況） 

● 東北圏全体における三次救急医療機関からの30分カバー面積率は約34.4％であり、30分カバー人口率は約

68.3％となっている。 

● 60 分圏域で見てもカバー面積は約76.7％、カバー人口率は約90.6％となっており、宮古医療圏をはじめ、前

述のヒアリング対象地域として抽出した医療圏が空白地帯となっている。 

● 県別にみると、30 分カバー面積率では、青森県、岩手県、秋田県、カバー人口率では、青森県、岩手県、秋田

県、山形県が東北圏平均より低くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【ケース③】二次救急医療機関からの３０分カバー圏域の整理（現況） 

● 東北圏における二次救急医療機関からの 30 分カバー面

積率は 89.5％、人口率は 99.0％となっており、概ね全域

をカバーしている。 

● しかし、宮古医療圏や南会津医療圏など、一部の地域で

二次救急医療機関まで 30分以内に到達できない地域

が存在している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－６ 二次救急医療機関からの３０分圏域      図３－７ 二次救急医療機関からの３０分圏域 

県別カバー面積率、人口率 
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図３－４ 三次救急医療機関からの 

６０分圏域県別カバー面積率、人口率 図３－５ 三次救急医療機関からの３０分及び６０分圏域

図３－３ 三次救急医療機関からの３０分圏域
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【ケース④、ケース⑤】三次救急医療機関からの３０分及び６０分カバー圏域の整理（将来） 
● 東北圏の将来（高規格幹線道路全線整備時）における三次救急医療機関からの 30 分圏域は、カバー面積率

が約35.0％（現況に比べて 0.6％拡大）、カバー人口率は 68.7％（現況に比べて 0.4％拡大）となっている。 

● 60分圏域では、カバー面積は約79.1％（現況に比べて 2.3％拡大）、人口率は 91.8％（現況に比べて1.2％拡

大）となっている。 

● 県別にみると、３０分圏域では現況と将来での傾向の変化は見られないが、６０分圏域では、岩手県や福島県

で増加傾向が見られ、特に東北圏平均を下回っていた岩手県のカバー人口率が平均と同レベルにまで拡大

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－９ 三次救急医療機関からの３０分圏域（現況と将来）

図３－１１ 三次救急医療機関からの６０分圏域 

（現況と将来） 
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 【凡例（エリア）】  
   ：30分カバー圏域 
   ：拡大する30分カバー圏域

   ・・・高速道路

  ・・・一般国道

図３－８ 三次救急医療機関からの３０分圏域（将来）

県別カバー面積率、人口率 

図３－１０ 三次救急医療機関からの６０分圏域（将来） 

県別カバー面積率、人口率 

   ・・・高速道路 
  ・・・一般国道 

 【凡例（エリア）】  
   ：60分カバー圏域 
   ：拡大する60分カバー圏域

カバー人口率が 

東北圏平均まで増加 

現況カバー面積率 将来カバー面積率 現況カバー人口率 将来カバー人口率
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【ケース⑥】二次救急医療機関からの３０分カバー圏域の整理（将来） 
● 東北圏の将来（高規格幹線道路全線整備時）における二次救急医療機関からの 30 分カバー面積率は 89.6％

（現況に比べて 0.1％拡大）、カバー人口率は 99.0％（現況と同程度）となっている。 

● 県別にみると、岩手県で一部圏域が拡大したものの、ほとんど現況との差は見られなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－１３ 二次救急医療機関からの３０分圏域 
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２.１.２ ケーススタディ地域の選定・対策方針の検討 

前項で把握した救急医療空白地域の中からケーススタディ地域を設定し、搬送時間短縮に向けた支援方策を検討した。 

検討の流れは以下に示すとおりである。 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－１６ 県立宮古病院からの主な救急搬送ルート 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－１４ 安静輸送が可能な範囲のモデル式    図３－１５ MICHIデータとモデル式を活用した搬送患者 

に悪影響を及ぼす可能性の区間の抽出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－１７ 事前通行規制区間及び冬期通行止め区間

◆岩手県 宮古二次医療圏を抽出 

・ 医療機関からのカバー率が低く、高齢化率が高い 

・ 救急搬送支援に向けた計画あり 

①ドクターヘリ導入（H24）、②自専道整備（宮古盛岡横断ほ

か）③救急搬送ルートの道路点検（岩手県） 

◆現場出発から医療機関収容までの搬送時間 ３０分以内

《 検 討 結 果 》 

◆時間短縮が必要な搬送ルートを９ルート抽出 

◆９ルート中６ルートが搬送時間３０分以内を達成するた

めにドクターヘリとの連携が必要 

◆迅速性、安静輸送、信頼性の観点からケーススタディ地

域における救急搬送の課題箇所を抽出 

・ 各地区の代表地点から県立宮古病院間の主要路線を搬送ルート

として設定(下図参照) 

・ 各搬送ルートの所要時間を消防本部の搬送活動記録より集計 

・ 搬送時間30 分以上を時間短縮が必要ルートとして抽出 

・ 抽出した９ルートの内、６ルートは自専道整備後も３０分以内

の達成が困難 

※ 自専道の走行速度を70km/h と設定 

・ そのため、未達箇所はドクターヘリとの連携が必要 

【迅速性】必要な間隔でヘリポートが配置されているか 

【信頼性】搬送ルートに雨量規制区間が存在するか。 

⇒「３．２ 救急医療空白地域のヘリポート調査・検討」にて検討 

【安静輸送】搬送患者に悪影響を及ぼす急カーブはないか 
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短縮に向けた支援方策検討フロー

主な搬送ルート 

国道455号及び国道４５の一部区間に事前通

行規制区間が存在。 

⇒今後、主な搬送ルートについては、異常気

象時の信頼性向上を図るため、より優先度

をあげて事前通行規制の解消に向けた対策

を講ずることが望まれる。 

安静輸送の観点から課題箇所が多く存在

⇒今後、主要な搬送ルートについては、

特に優先度を上げて、部分的な線形改

良等を推進し、「救急搬送の質の向上」

に向けて取り組むことが望まれる。 
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２.２ 救急医療空白地域のヘリポート調査  

東北圏の空白地域におけるヘリコプターの場外離着陸場の位置や今後、臨時発着場として活用の可能性が

ある候補地を検討・整理した。 

検討・整理にあたっては、ヘリコプターを用いた搬送のプロセスや現場へのヘリ発着の考え方（航空法上

の位置付け）について、既往文献や医療機関、消防機関等によるヒアリング結果を基に把握し、臨時発着場

の位置付けを整理した。 

 

２.２.１ 東北圏におけるドクターヘリの運行状況 

（１） ドクターヘリ配置状況 

● ドクターヘリは、東北圏では青森県・八戸市立市民病院、福島県・福島県立医科大学付属病院に１機ずつ

配備されている。 

● 青森県では平成21年3月の運用開始以来186件出動、福島県では平成20年1月以来、556件出動している。

● 東北圏では秋田県が平成23年度、岩手県、新潟県が平成24年度に導入する方針であり、宮城県も導入を

検討している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） ドクターヘリの搬送先 

● 八戸市立市民病院におけるドクターヘリの出動先は、八戸市内が全体の約２５％を占めるなど、基地病院から

近いエリアに集中している。 

● 一方、福島県立医科大学付属病院からの出動先は、基地病院から１００ｋｍ以上離れた南会津地域を含めて福

島県全域に広がっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－２０ 八戸市立市民病院における      図３－２１ 福島県立医科大学付属病院における 
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図３－１８ 

青森県・八戸市立市民病院 

におけるドクターヘリ運航状況 

図３－１９ 

福島県・福島県立医科大学付属病院 

におけるドクターヘリ運航状況 
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表 ２-２ 東北圏におけるドクターヘリ配備状況及び配備予定 

 配備状況 備考 

青森県 配備済み（１機） － 

秋田県 2011 年度予定  

岩手県 2012 年度予定 12 月 3 日毎日新聞報道 

宮城県 未定 検討中 

福島県 配備済み（１機） － 

山形県 未定 － 

新潟県 2012 年度予定 1 月 22 日読売新聞報道 

H22年 1月31日秋田魁新聞報

H21年12月3日毎日新聞報道

H22年1月22日読売新聞報道
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２.２.２ ヘリポートについて 

● 航空法に基づく航空機の離着陸場は下図のように分類され、自衛隊、警察、海上保安庁、消防・防災ヘリを除

いて、飛行場（ヘリポート）以外の場所に着陸しようとする場合は、国土交通大臣の許可を取る必要があった。 

● しかし、2000 年の航空法改正により、ドクターヘリ（委託を受けた民間ヘリ）であっても、消防からの依頼によ

って「ヘリポート」という概念に関係なく、傷病者が発生した現場の直近において離着陸が可能となった。 

● ドクターヘリを導入している各自治体の消防防災課では、安全面を考慮して、予め学校グラウンドや駐車場な

ど、独自に設定したドクターヘリの離着陸場（以下、ランデブーポイント）を指定している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－２２ 離着陸場の分類 

 

２.２.３ ランデブーポイントの配置検討 

● 救急車が現場からランデブーポイントでドクターヘリと合流する場合、搬送時間のロスを無くす（ドクターヘリよ

りも早く到着する）ためには、ドクターヘリの活動範囲の目安とされている 15 分以内に直近のランデブーポイン

トまで到着していることが望ましい。 

● そのため、あらゆる場所（現場）から 15 分以内に救急車が到着できる範囲にランデブーポイントを設置しておく

必要がある。 

● 現在、各地域で航空法に基づく「場外離着陸場」が国土交通省によって指定されているが、今後ドクターヘリの

導入を予定している地域において、「場外離着陸場」でカバーされない空白地域が存在する場合は、その付

近に新たなランデブーポイントを設定しておく必要がある。 

● 本検討では、下図に示すように既存の「場外離着陸場」を中心とした 15 分圏を描き、空白域となっている地区

に対して、学校や工場、駐車場、道の駅などを対象に新たなランデブーポイント（候補）を抽出した。 

※15 分圏は、救急車が規制速度相当（40km/h）で走行するものと仮定して概ね半径10.0km とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                               図３－２３ ランデブーポイントの配置検討 

                                 （宮古医療圏） 
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２.３ 救急搬送時間の短縮につながる高規格道路等の活用方策調査・検討  

東北圏における救急医療機関への搬送時間の短縮に向け、既存の高規格道路等をはじめとする活用方策

のあり方について、調査・検討を行った。 

２.３.１ 検討ケース 

● 高規格幹線道路の有効活用策として、以下の検討を行った。 

【検討①】高速道路の全てのＳＡ／ＰＡにスマートＩＣ（又は緊急退出路）を設置した場合のカバー圏域の分析

【検討②】三次救急医療機関から高速道路へのアクセス向上が期待される緊急退出路（本線直結型）の抽出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－２４ 緊急退出路の位置                 図３－２５ スマートIC供用中箇所 

 

２.３.２ スマートＩＣ設置による効果の検証 

● すべてのＳＡＰＡを対象にスマートＩＣを設けた場合、東北圏全域で面積カバー率が 34.3%⇒34.7％と

0.3%（約281 百万km2）拡大し、人口カバー率は、68.3%⇒68.6％と0.3%（約3万4千人）拡大する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－２７ 緊急退出路の設置によるカバー圏域の拡大 

表 ２-４ 緊急退出路のリスト
道路名 場所

山形自動車道 寒河江ＳＡ
東北自動車道 長者原ＳＡ
東北自動車道 三本木ＰＡ
東北自動車道 泉ＰＡ
東北自動車道 福島松川ＰＡ
東北自動車道 鏡石ＰＡ
東北自動車道 白河中央
磐越自動車道 新鶴ＰＡ
上信越自動車道 新井ＰＡ
関越自動車道 大和ＰＡ
関越自動車道 長岡南越路
日本海東北自動車道 （ハーフＩＣ）豊栄ＳＡ
日本海東北自動車道 黒崎ＰＡ
日本海東北自動車道 大潟ＰＡ

表 ２-３ スマートICのリスト 

図３－２６ 三次救急医療機関からの30分圏域 

（緊急退出路整備後）県別カバー面積率、人口率 

 【凡例（エリア）】  
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２.３.３ 三次救急医療機関から高速道路へのアクセス向上が期待される緊急退出路（本線直結型） 

抽出 

● 三次救急医療機関から高速道路への到達時間の短縮が期待される箇所をピックアップし、電子地図上で到達

時間を比較し、緊急退出路の設置の可能性を検証した。その結果、以下の４箇所を抽出した。 

①秋田大学医学部付属病院 ②青森県立中央病院 ③太田綜合病院付属太田西ノ内病院 ④会津中央病院 

 

①秋田大学医学部付属病院⇔秋田道 ②青森県立中央病院⇔青森自動車道 

緊急退出路の設置により、距離にして約 2.8km 時間に

して約3.4分の時間短縮が可能となる。 

緊急退出路の設置により、距離にして約 1.1km 時間に

して約1.1分の時間短縮が可能となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③太田綜合病院付属太田西ノ内病院⇔東北自動車道 ④会津中央病院⇔磐越自動車道 

緊急退出路の設置により、距離にして約 0.6km 時間に

して約0.7分の時間短縮が可能となる。 

緊急退出路の設置により、距離にして約 2.3km 時間に

して約2.8分の時間短縮が可能となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 三次救急医療施設 

緊急退出路設置箇所（案）からの経路 

緊急退出路設置箇所（案） 

既存の IC からの経路 

機関  三次救急医療施設 

緊急退出路設置箇所（案）からの経路 

緊急退出路設置箇所（案） 

既存の IC からの経路 

機関 

 三次救急医療施設 

緊急退出路設置箇所（案）からの経路 

緊急退出路設置箇所（案） 

既存の IC からの経路 

機関 

 三次救急医療施設 

緊急退出路設置箇所（案）からの経路 

緊急退出路設置箇所（案） 

既存の IC からの経路 

機関 
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２.３.４ ドクターヘリの導入による搬送時間短縮効果の分析 

（１） カバー圏域の拡大効果 

● 現在、ドクターヘリを導入している八戸市立市民病院及び福島県立医科大学病院の他、導入を検討している

岩手県、秋田県、新潟県、宮城県に各県1 箇所ドクターヘリの基地を設けた場合、以下のようにカバー圏域が

拡大する。なお、西北五地域は、暫定的に配置されている八戸市立市民病院から青森医大に移転された場合

は、カバー圏内となる。 

◇30分カバー面積率：約34.4⇒97.5％（50,429百万km2増加） 

◇30分カバー人口率：約68.3⇒99.1％ （371万人増加） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－２９ ドクターヘリの導入による効果 

 

（２） ドクターヘリ導入による費用便益 

● ドクターヘリの導入効果は、「平成16 年度厚生労働科学研究」によって、過去の実績から死亡者、重症後遺症

など傷病の程度別に示されている。 

● 上記研究成果と死傷者あたりの損失額を用いて、新たにドクターヘリを導入した場合の費用便益（Ｂ-Ｃ）を試算

した結果、約７７．６億円/年となった。 

※年間の出動件数は、全国の平均値より376件/箇所とした。 

表 ２-５ ドクターヘリ2004年度治療効果       表 ２-６ ドクターヘリ整備による費用便益試算結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  死亡 
重傷 

(後遺障害) 

軽傷 

（傷害） 
合計 

（％） 31.16% 30.97% 37.88% ドクターヘリ

未利用（推定） （人／年） 117 116 142 

（％） 22.80% 22.42% 54.77% ドクターヘリ

利用（実績） （人／年） 86 84 206 

376 

増減人数 （人／年） 31 32 -64  
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登米 図３－２８ 三次救急医療機関からの30分圏域 

（ドクターヘリ導入後）県別カバー面積率、人口 

【凡例（救急車搬送エリア）】
・・・30分カバー圏域
・・・60分カバー圏域

・・・高速道路
・・・一般国道

【凡例（ドクターヘリエリア）】
・・・50kmカバー圏域(15分)
・・・100kmカバー圏域(30分)

【凡例（救急車搬送エリア）】
・・・30分カバー圏域
・・・60分カバー圏域

・・・高速道路
・・・一般国道

【凡例（ドクターヘリエリア）】
・・・50kmカバー圏域(15分)
・・・100kmカバー圏域(30分)

出典：NPO法人救急ヘリ病院ネットワーク（HEM-Net）資料 

（益子邦洋ほか「平成16年度厚生労働科学研究：平成17年3月） 
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比率を適用

 
死 　亡

重傷
（後遺障害）

軽傷
（傷害）

①増減人数 （人/年） 31 32 -64
②死傷者1人あたり損失額 （千円/人） 245,674 9,259 1,378
③損失額計 （千円/年） 7,717,127 297,405 -87,548

④ドクターヘリ運営経費 （千円/年）

⑤合計 （千円/年） 7,759,483
167,500

( ① × ② )
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(B-C

原単位 
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第３章 遠隔医療等支援調査 
本章では、東北圏における遠隔医療等の実態把握のため、遠隔医療の実績や国土交通省の保有する光ファイバー

網の東北圏域での整備・解放状況、民間ブロードバンドサービスの提供状況を踏まえ、遠隔医療における通信基盤に

関する課題を抽出した。 

課題の抽出にあたっては、関係機関へのヒアリング調査等を通じて、遠隔医療の実施状況を把握し整理した。 

 

３.１ 遠隔医療の実績の整理  

● 総務省及び厚生労働省では、地方における医師不足等が指摘されている状況を踏まえ、地域医療の充実に

資する遠隔医療技術の活用方法とその推進方策について検討するため、平成20年3月より「遠隔医療の推進

方策に関する懇談会」を立ち上げている。 

● このような中、総務省では、地域経済の活性化や少子高齢化への対応等、地域が抱える課題について、ＩＣＴ

の利活用を通じてその解決を促進するためのモデル的取組みを委託事業として実施することにより、地域のユ

ビキタスネット化等の促進を図る「地域ＩＣＴ利活用モデル構築事業」を平成１９年度から実施している。 

● 平成20 年度には新規提案として「遠隔医療モデルプロジェクト」に係る公募を行い、岩手県遠野市をはじめと

する全国11 都市がモデル地区に選定されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ３－１ 遠野市遠隔医療モデルプロジェクト概要 

通信基盤は、Ｂフレッツ又

は携帯電話等の他の商用サ

ービスを活用 

「第2回地域医療支援取組推進プロジェクトチーム会議」資料より 
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３.２  国土交通省が保有する光ファイバ網と民間ブロードバンドサービスの提供状況 

● 国土交通省では直轄国道、直轄河川沿線に管理用の光ファ

イバーを整備しており、それら光通信基盤の一部を民間開

放し、通信事業者の通信基盤整備を支援し、全国的なデジ

タルデバイド解消の一助となっている。 

● 下図に東北圏における光基盤の解放状況と自治体別の民間

光サービスの整備状況を示すが、岩手県を例にとると岩泉町

や田野畑村、一戸町、岩手町は光通信基盤の解放区間では

あるが、民間の光サービスが提供されていない状況にある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３.３  遠隔医療における通信基盤の問題・課題の整理 

● ｢遠隔医療の推進方策に関する懇談会｣（総務省主催）において、遠隔医療モデル事業を実施する各自治

体などに対し、アンケート調査を実施しており、医療全体の中での遠隔医療の位置づけや診療報酬の問

題などの課題の他、費用（イニシャル・ランニングコスト）に関わる問題や情報通信基盤についても課

題が挙げられている。 

● また、NTTデータ経営研究所（同懇談会の事務局）に対し、民間通信企業による国交省光通信基盤の活用

可能性についてヒアリングした結果、「認知度の低さ」や「ラストワンマイルの費用負担」などの課題が

挙げられた。 

遠隔医療・光通信基盤利活用に向けた課題（NTTデータ経営研究所ヒアより） 

質問 回答 

①遠隔医療において通信基盤の容量不

足などが課題となっている地域は？ 

・NTT東日本がBフレッツを提供していない自治体は全て通信基盤に課

題がある。 

②国交省の光通信基盤を使うことを想

定しているか。 

・自治体側でそういった基盤があることを知らないので、現段階では全

く想定していない。 

③国交省の光通信基盤を使う上での課

題は何か。 

・単純にコストの問題。 

・国交省から借りても投資対効果の面で採算が取れない地域がBフッツ

の空白地域になっている。また、国交省の光を借りてもラストワンマ

イルの費用が課題になる。 

④その他 

・「医師⇔患者」間においては大容量のデータ交換は必要無いと考えら

れる。大容量が必要な多機能な端末は患者側では操作出来ない。 

・大容量が必要なのは「医師⇔医師」「医師⇔看護士/助産師等」と考え

られる。 

・僻地の医師が 1 人で全てを判断するのは不安もあることから、「医師

⇔医師」によって支援することが出来る。 

民間の光サービス

が提供されていな

いが、国交省光通信

基盤の解放区間 

図 ３－２ 東北圏における光基盤の解放状況と自治体別の民間光サービスの整備状況 

凡   例 

(16)



 

３.４  遠隔医療の今後の方向性と光ファイバー網の利活用の可能性 

● 上記課題を踏まえて、国交省保有の光通信基盤の利活用に向けて、各関係機関が相互連携を図り、「地域

の医療情報ネットへの光基盤解放」を推進していくことが期待される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ３－３ 光ファイバー網利活用に関する今後の方向性（案） 
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第４章 広域連携の事例収集等 
救急医療が抱える現状の課題を踏まえて、搬送における県域を越えた広域連携の必要性について整理する

とともに、ドクターヘリの共同運航等、全国の取組事例や他の機関が検討している広域連携の方向性につい

て整理した。 

 

４.１  救急医療に関する広域連携の実態・事例について 

４.１.１ 救急搬送活動記録にみる県外搬送の状況 

・医療空白地域の消防本部より得られた救急搬送活動記録を整理した結果、岩手県県境に位置する秋田県鹿角広

域消防本部及び宮城県気仙沼広域消防本部において、県外搬送の事例が確認された。 

 

鹿角広域消防本部 気仙沼広域消防本部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４.１.２ ドクターヘリの広域連携事例について 

● ドクターヘリの効率的運用を図るため、近隣の自治体と共同運航を実施している事例について整理した。 

 

福岡・佐賀・長崎における共同運航 大阪・徳島・和歌山における共同運航 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

秋田赤十字
病院 

地理的に近く、かつ
高速道路でも繋が
っている盛岡への
搬送を選択 

秋田市への搬送
には山間の一般
道を通るルート 

 

 

鹿角地域 

収容医療機関名称 搬送件数 

岩手医科大学付属病院 33 
大湯リハビリ温泉病院 31 
大里病院 31 
鹿角中央病院 47 
大館市立病院 49 
秋田労災病院 104 
鹿角組合総合病院 947 

※搬送件数が10件以上

のものを掲載(H21 ﾃﾞｰﾀ)

 

県名 ドクターヘリ運用機関 

福岡県 久留米大学病院 
佐賀県 （福岡県／長崎県ドクターヘリと共同運航） 
長崎県 独立行政法人国立病院機構長崎医療センター 

県名 ドクターヘリ運用機関 

大阪府 大阪大学医学部附属病院 
和歌山県 和歌山県立医科大学附属病院 
徳島県 （大阪府／和歌山県ドクターヘリと共同運航）

 
兵庫県・京都府・鳥取県

の共同運航 

大阪府・徳島県・ 

和歌山県の共同運航 

奈良県・三重県・ 

和歌山県の共同運航

大阪府・奈良県 

共同運航 

 

大崎市
民病院

岩手県立 
大船渡病院 

地理的に近く、生
活圏も同一な大
船渡への搬送を
選択

大崎市民病院まで
は一関から古川ま
で高速道路がある
ものの、距離が圧倒
的に長いルート 

石巻赤十
字病院 

石巻赤十字病院ま
では距離も長い上、
カーブも多く安静
な搬送には課題が
あるルート 

 

 

気仙沼 

地域 

収容医療機関名称 搬送件数 

岩手県立大船渡病院 9 
大島医院  13 
本吉町国保病院 52 
石巻赤十字病院 62 
大友病院  92 
猪苗代病院 143 
公立志津川病院 290 
気仙沼市立病院 1534  (H21 ﾃﾞｰﾀ)
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４.２ 広域連携の必要性と今後の方向性について 

● 東北圏における救急医療の課題に対応するためには、限られた医療資源を有効活用することが必要であり、

そのための取り組みとしてドクターヘリの複数県による共同運航などが考えられる。 
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秋田県にドクターヘリが導入(H23年度予

定)されると、100ｋｍ圏内（30分エリア）

に山形県の庄内地域がカバーされる。 

「現行ガイドライン（Ｈ１２．２）については、

迅速かつ効果的な救急業務を行うために、時代

の変化に応じ、より一層運用しやすいものへと

大幅な見直し図る必要がある」としている。

【凡例（救急車搬送エリア）】
・・・30分カバー圏域
・・・60分カバー圏域

・・・高速道路
・・・一般国道

【凡例（ドクターヘリエリア）】
・・・50kmカバー圏域(15分)
・・・100kmカバー圏域(30分)

登米
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第５章 会議資料作成 
「第2回 東北圏広域地方計画 地域医療支援取組推進プロジェクトチーム会議」の会議資料として、本

業務の検討結果をとりまとめたパワーポイントを作成するとともに、当会議に出席し、議事内容を記録簿に

とりまとめた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第６章 今後の課題・申し送り事項 
（1）救急搬送活動記録の分析 

本業務では、関係機関ヒアリングを通じて、訪問先の消防本部が所有する救急搬送活動記録を収集し、各

地域の搬送の実態を把握した。しかしながら、データを蓄積するシステムが導入されていない等の理由から

提供頂けない消防本部もあり、全ての訪問先のデータを収集することは出来なかった。 

これらの搬送活動記録は、地域か抱える固有の問題・課題を把握する上で非常に有効な資料となることか

ら、所轄する総務省や各地方自治体が主体となって、システムの構築、統合化を図っていくことが望まれる。 

 

（2）救急搬送の質の向上に資する対策の検討 

救急医療において救命率向上のためには何よりも発症から初期治療の開始までの時間を短縮することが求

められているが、本業務で実施したヒアリング調査等を通じて、救急車の搬送中における、信号交差点通過

時の加減速、道路の不陸や冬期の積雪による凹凸、橋梁ジョイント部を要因とする振動、周辺一般車両の救

急車両の接近不認知による弊害など、搬送時間の短縮だけでなく、「搬送の質の向上」も非常に重要であるこ

とを改めて認識した。 

特に脳疾患患者などの場合、振動による血圧上昇や車酔いによる嘔吐が致命的な結果を招く可能性が指摘

されている。 

振動を軽減するストレッチャーやサスペンションを装備した高規格救急車の導入が進んでいるものの、導

入コストが課題となり準高規格と呼ばれる２Ｂ型の改良型も多く利用されており、全てを車両側に依存する

ことも出来ない。 

道路の改良は道路利用者全てに対するサービスとして必要なことであるが、救急車の安静な搬送実現は道

路利用者だけでなく地域住民の全てが享受するものであることから、次に示すような「搬送の質の向上」に

視点を当てた検討を推進することが期待される。 

会議資料（国土交通省報告） 式次第 

会議の状況 
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＜救急搬送の質の向上に向けた取り組み案＞ 

 

① 路面凍結状況の予測・監視・情報提供を行い、救急搬送時の安全な走行を支援 

⇒路面状況判別センサー・気温計などによる凍結状況の監視など 

② トンネル内などの携帯電話・無線の不感地帯の解消を図り、通信手段の確保を支援 

③ 道路の凹凸の解消による振動の軽減 

⇒主要な搬送ルートにおけるきめ細かな除雪。橋梁ジョイント部の改良 

④ ＳＡ・ＰＡへのヘリポート設置 

⑤ 救急車両接近情報の提供を行い、救急搬送時の安全な走行を支援 

⇒ＤＳＲＣ車載器や救急搬送支援システム（Ｍ－ＭＯＣＳ）の活用 

 

 

 

 

  

【救急車両接近通知支援】 
DSRC車載機による注意喚起

道路情報板による注意喚起 

ラジオへの強制介入 

による注意喚起 

【DSRC車載機とは】 

・ 次世代型ETCとも呼ばれるDSRC車載機は、ETCサービスの自

動料金支払い機能に加え、走行地点や進行方向に応じて、渋滞

情報などを音声で知らせる交通情報提供サービスの機能を持

つ。見通しの悪い合流部で、合流してくる車両の存在を知らせ

る合流支援、見通しの悪いカーブ先の停止車両や渋滞を知らせ

る前方障害物情報提供など、音声による安全運転支援情報提供

サービスも備えている。 

・本サービスを提供可能なDSRCアンテナは平成21年度に高速道

路をはじめ全国に1,000か所程度に整備予定で、今後拡充を検

討中。 

【救急搬送支援システム（M-MOCS）とは】 

・ 救急搬送支援システム（M-MOCS：Medical Mobile
Operation Control System）は救急車が緊急走行す

る際、信号機制御で交差点を優先的に通過させたり、

救急車の名称、通過時刻、通過位置等を救急患者が

搬送される病院に送信する仕組みです。 
・ 病院側で救急車の現在位置と時刻を把握することが

でき、効率的な救急患者の受け入れ準備が可能とな

る。現在は日本医科大学千葉北総病院への搬送ルー

ト等で導入されている。 

事業中の常磐道「楢葉PA」

にもヘリポート整備中 
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